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訪問型サービス 

 

 

サービス内容 〇旧介護予防訪問介護サービスと同様のサービス 

〇サービス提供時間⇒旧介護予防関係基準省令に準ずる 

〇サービス支援内容⇒旧介護予防関係基準省令に準ずる 

対象者 要支援認定者、サービス事業対象者  

サービス提供の考

え方 

 

〇給付相当サービスの利用が必要であるとケアマネジメントで認められた場

合 

〇以下のような、訪問介護員によるサービスが必要な方 

 ・精神保健福祉手帳、療育手帳を持つ方 

 ・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービスが特に必要な方（退院６ 

月以内） 

・難根治性持病のある方（末期ガン、うつなど） 

 ・医学的管理や見守りが必要な方（特定疾患治療中、インスリン、酸素、疾 

患により身体機能低下し医師から具体的な指示がある方） 

・虐待を受けている 

・公費対象者 

・身体介護が必要な方、認知機能の低下や精神疾患により日常生活に支障が 

ある症状、行動を伴う方 

・身体機能が低下した方 

事業実施者 事業者指定 ＊指定に係る様式は別に定める。  

基

準 

人員 

（現行の設置

基準に準ずる） 

〇管理者（常勤、専従１以上） 

〇サービス提供責任者（常勤の訪問介護員等のうち利用者４０人に 1人以上） 

 ・資格：介護福祉士、実務者研修修了者、３年以上介護等の実務に従事した

介護職員初任者研修修了者 

〇訪問介護員等（常勤換算２．５人以上） 

 ・資格：介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者 

設備 〇事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 

〇必要な設備、備品 

運営 〇旧介護予防訪問介護事業所基準と同様 

サービス提供者 〇指定訪問介護事業所等の従業者（要資格） 

ケアマネジメント 〇介護予防ケアマネジメントＡ 

サービス担当者会議 〇実施 

個別サービス計画 〇作成 

計画期間 〇３か月/１クール、最長１年（認定有効期間が１年より短い場合は、認定有

効期間） 

単価 

（基本は単価での

請求となり、サービ

スを提供しなかっ

た日は算定できま

せん。） 

〇・週１回程度   

   ２６７単位/回 （４回を超える月は包括報酬 １，１７２単位） 

 ・週２回程度   

   ２７１単位/回 （８回を超える月は包括報酬 ２，３４２単位） 

〇加算、減算：旧介護予防給付に準ずる 

〇１単位の単価：６級地（１０．４２円）    ＊週３回程度は要相談  

利用者負担 〇負担割合証に記載する割合  

給付管理 〇あり 

事業者への支払い 〇国保連合会経由審査支払 

※総合事業における現行相当サービスと基準緩和訪問型サービスＡは併用を認める。 

※ケアマネ確認書の提出が必要です。 

介護予防訪問型サービス（給付相当） Ａ２ 



訪問型サービス 

 

 

サービス内容 〇生活支援 

〇サービス提供時間⇒６０分程度/回又は６０分～９０分程度/回 

〇サービス支援内容⇒日常の掃除、洗濯、調理（下ごしらえ）、ゴミ出し、寝具 

干し、買い物等 

対象者 要支援認定者、サービス事業対象者 

サービス提供の考え

方 

〇訪問介護員の資格を持たない、生活支援サポーター等による家事援助 

〇家事代行サービスではない（利用者にできることは利用者にしてもらうこ

と） 

事業実施者 事業者指定又は委託 ＊指定に係る様式は別に定める。 

人

員

・

設

備

・

運

営

の

基

準 

人員 〇一体型 

 ・給付相当サービスに加え、サービス利用者に対して必要数 

〇 単独型  

・管理者（専従１以上） 

支障がない場合、同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可） 

・訪問事業責任者（従事者のうち必要数） 

資格：介護福祉士、実務者研修修了者、３年以上介護等の実務に従事した 

介護職員初任者研修修了者 

・従事者（必要数） 

  資格：介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者、生活支援サポーター養 

成講座修了者 

設備 〇事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 

〇必要な設備、備品 

運営 〇ケアプランとのすり合わせ、心身の状態の把握と個別サービス記録の作成、

内容や手続きの説明及び確認、身分証の携行、サービスの提供記録と整備、利

用料等の受領と証明書の発行、同居家族へのサービス禁止、利用者に関する町

への通知、運営規定の整備、苦情処理、地域包括支援センターとの連携、従事

者の清潔保持と健康状態の管理、従事者又は従事者であった者の秘密保持、緊

急時、事故発生時の対応、廃止休止の届け出と便宜の提供 

サービス提供者 〇指定訪問介護事業所等の従業者（事業実施主体と雇用関係にある方） 

ケアマネジメント 〇介護予防ケアマネジメントＡ 

サービス担当者会議 〇実施 

個別サービス計画 〇必要に応じて作成 

計画期間 〇おおむね１年（状況により見直し） 

単価 〇２０１単位/回 

 ・要支援１、総合事業対象者  （週１回程度） 

 ・要支援２、総合事業対象者（例外） （週２回程度） 

〇１単位の単価：1０円 

利用者負担 〇負担割合証に記載する割合 

給付管理 〇あり又はなし 

事業者への支払い 〇国保連合会経由審査支払(指定事業者） 

※総合事業における給付相当サービスと基準緩和訪問型サービスＡは併用を認める。 

※委託事業者での実施の場合、給付管理はなく、事業者への直接支払となる。委託事業者を選択する

場合は、ケアマネジメントの委託は不可。 

 

基準緩和訪問型サービスＡ（ご長寿生活支援サービス） Ａ３ 



通所型サービス 

 

 

サービス内容 〇旧介護予防通所介護サービスと同様のサービス 

〇サービス提供時間⇒旧介護予防関係基準省令に準ずる、送迎時間は含まない 

〇サービス支援内容⇒旧介護予防関係基準省令に準ずる 

対象者 要支援認定者、サービス事業対象者 

サービス提供の考え

方 

 

〇給付相当サービスの利用が必要であるとケアマネジメントで認められた場

合 

〇以下のような、専門職によるサービスが必要な方 

 ・退院直後で状態が変化しやすく、見守りを含め専門職によるサービスが特 

に必要な方（退院６月以内） 

・難根治持病のある方（末期ガン、うつなど） 

・医学的管理、見守りが必要な方（特定疾患、インスリン、酸素、疾患によ 

り身体機能低下し医師から具体的な指示がある方） 

・公費対象者 

・認知機能の低下や精神疾患により日常生活に支障がある症状、行動を伴う 

 方 

 ・日常生活動作（食事・更衣・移動・排泄など）に見守りや介助が必要な方 

 ・身体機能が低下した方 

事業実施者 事業者指定 ＊指定に係る様式は別に定める。 

人

員

・

設

備

・

運

営

の

基

準 

人員 

（旧介護予防

給付の設置基

準に準ずる） 

〇管理者（常勤、専従１以上） 

〇生活相談員（専従１以上） 

 ・資格：社会福祉士、精神保健福祉士、社会福祉主事、介護福祉士、介護支 

援専門員等 

〇看護職（専従１以上） 

 ・資格：看護師、准看護師 

〇介護職員（～１５人まで専従１以上、１５人～利用者１人につき 0.2人以上） 

〇機能訓練指導員（1以上） 

 ・資格：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護師、准看護師、柔道整 

復師、あん摩マッサージ指圧師） 

設備 〇現行の基準と同様 

〇食堂、機能訓練室：３㎡×利用定員以上 

〇静養室、相談室、事務室 

〇消化設備その他の非常災害に必要な設備 

運営 〇旧介護予防通所介護事業所基準と同様 

サービス提供者 〇指定通所介護事業所の従業者等（要資格） 

ケアマネジメント 〇介護予防ケアマネジメントＡ 

サービス担当者会議 〇実施 

個別サービス計画 〇作成 

計画期間 〇３か月/１クール、最長１年（認定有効期間が１年より短い場合は、認定有

効期間） 

単価 

（基本は単価での

請求となり、サービ

スを提供しなかっ

た日は算定できま

せん。） 

〇・要支援１、サービス事業対象者 

  ３時間以上５時間以内   

  ３８０単位/回 （月に４回を超える場合は包括報酬 １，６５５単位） 

  ５時間超 加算あり 

・要支援２、総合事業対象者（例外）  

  ３時間以上５時間以内 

介護予防通所型サービス（給付相当） Ａ６ 



 ３９１単位/回 （月に８回を超える場合は包括報酬 ３，３９３単位）  

  ５時間超 加算あり 

〇その他の加算又は減算：旧介護予防給付に準ずる 

〇１単位の単価：６級地（１０．２７円） 

利用者負担 〇負担割合証に記載する割合  

給付管理 〇あり 

事業者への支払い 〇国保連合会経由審査支払 

※総合事業における給付相当サービス、（基準緩和訪問型サービスＡ）は併用を認める。 

※ケアマネ確認書の提出が必要です。 

※計画期間 ３か月１クール…心身機能の向上や、生活機能の向上をよくモニタリングし、目標を的 

確に定め、漫然とサービスの給付を継続しない様にしてください。 

  



通所型サービス 

 

 

サービス内容 〇体操、レクリエーション、機能訓練など介護予防に資する活動 

〇健康、運動、栄養、口腔、認知症などに関する講話 

〇健康、体調チェック 

〇サービス提供時間⇒３時間程度/回（送迎時間を除く） 

対象者 要支援認定者、サービス事業対象者 

サービス提供の考え

方 

〇介護予防（閉じこもり防止）のため、運動や交流の場が必要な方に対するサ

ービスの提供 

〇一部体調に配慮を要する方 

事業実施者 事業者指定 ＊指定に係る様式は別に定める。 

人

員

・

設

備

・

運

営

の

基

準 

人員 〇一体型 

 ・給付相当サービスに加え、サービス利用者に対して必要数 

〇 単独型  

・管理者（専従１以上） 

支障がない場合、同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

・従事者（～１５人に１人、１５人～必要数 15人に１人は必要） 

支障がない場合、同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

設備 〇サービス提供に必要な場所：３㎡×利用定員以上 

〇消化設備その他の非常災害に必要な設備 

〇必要な設備、備品 

運営 〇ケアプランとのすり合わせ、心身の状態の把握と個別サービス計画の作成、

運営規定などの整備、説明や同意、受給資格等の確認、地域包括支援センター

との連携、サービス提供の記録や整備、利用料等の受領と証明書の交付、利用

者に関する市町村への通知、苦情処理、定員の遵守、管理者の責務、従事者の

清潔保持と健康状態の管理、従事者又は従事者であった者の秘密保持、緊急時、

事故発生時の対応、廃止休止の届け出と便宜の提供 

サービス提供者 〇指定基準緩和通所型サービスＡ事業者（事業実施主体と雇用関係にある方） 

ケアマネジメント 〇介護予防ケアマネジメントＡ 

サービス担当者会議 〇実施 

個別サービス計画 〇必要に応じて作成 

計画期間 〇おおむね１年（状況により見直し） 

単価 〇３４１単位/回（送迎あり）、３０１単位/回（送迎なし） 

 ・要支援１、総合事業対象者  （週１回程度） 

 ・要支援２、総合事業対象者（例外） （週２回程度） 

〇１単位の単価：1０円 

利用者負担 〇負担割合証に記載された割合、食事代その他実費相当分 

給付管理 〇あり 

事業者への支払い 〇国保連合会経由審査支払(指定事業者） 

※総合事業における給付相当サービスと基準緩和通所型サービスＡは併用を認める。 

  

基準緩和通所型サービスＡ（いきいきデイサービス） Ａ７ 



 

 

サービス内容 短期集中予防サービス 

対象者 要支援認定者、サービス事業対象者 

サービス提供の考

え方 

〇通所時のみならず在宅時にも生活機能を向上するための３か月の短期集中

的な機能訓練。 

〇訪問と通所を組み合わせて集中的にリハビリを実施する。 

〇訪問 全６回以内（１回当たり２０分程度）１度の訪問での算定は２回まで 

〇訪問 サービス終了後、地域資源へのつなぎを行う。 

〇通所 送迎あり 

〇通所 全２４回以内（１回当たり９０分程度） 

事業実施者 指定事業者（指名指定） 

人

員

・

設

備

・

運

営

の

基

準 

 〇訪問看護又は訪問リハビリの指定を受けていること 

〇通所リハビリの指定を受けていること 

上記指定の定める基準に準ずる。 

サービスを提供するリハビリ職は理学療法士又は作業療法士とする。 

 

（通所） 

１人当たり３㎡のスペースと、運動に必要な器具を用意すること。 

運動に必要な器具は、通所リハビリに支障が無い場合に限り、兼用を可とする。 

（訪問） 

初回は生活機能評価を行い、通所サービスの目標を設定する。通所事業所と連

携をとり、随時目標の修正を行うこと。 

終回は生活機能評価を再度実施し、地域活動※へのつなぎを行うこと。 

サービス提供者 訪問リハビリ 訪問看護リハビリステーション太陽 

通所リハビリ 老人保健施設和合の里 

ケアマネジメント 〇介護予防ケアマネジメントＡ 

サービス担当者会議 〇実施 

個別サービス計画 〇作成 

計画期間 〇３か月から６か月以内（１クール） 

単価 〇訪問１回 ３０１単位 

〇通所１回 ４０２単位 

〇１単位の単価 １０円 

利用者負担 〇負担割合証に記載の割合 

給付管理 〇あり 

事業者への支払い 〇国保連合会経由 

※訪問リハ終回…地域へのつなぎとは、自主活動を始め、地域サロン等での活動の促進。サービス利 

用者の心身状態からサービスへの移行が必要と考えられるときは、地域包括支援セン 

ターへのつなぎを確実に行うこと。 

  

自立支援リハビリサービス（短期集中予防サービス） 

 

指名指定 

 



介護予防ケアマネジメント 

 

 

サービス区分 介護予防ケアマネジメント

Ａ 

（原則的なケアマネジメン

ト） 

介護予防ケアマネジメ

ントＢ 

（簡略化したケアマネ

ジメント） 

介護予防ケアマネ

ジメントＣ 

（初回のみのケア

マネジメント） 

算定条件 総合事業のみ利用の場合 

単位数 ４３１単位/月 ３００単位/月 ４３１単位/月 

初回加算 ３００単位 ― ３００単位 

１単位当たりの金額 ６級地（１０．４２円） 

加算の注意事項 初回のケアマネジメント後

支援を継続し、何らかの理

由により介護予防ケアマネ

ジメントＡを行う期間が２

か月空いたときは初回加算

を算定できる。ただし、介護

予防支援での請求により期

間が空いた場合は算定でき

ない。 

― サービスが変わっ

ても継続利用時に

は加算は認めない。 

ケアプラン 作成あり 作成あり 作成なし 

アセスメント あり あり あり 

サービス担当者会議 あり 必要に応じて なし 

モニタリング あり（電話などでの確認、３

か月に１度は面談） 

あり（６か月に１度は

面談） 

１年以内に１回 

委託の可否 

 

可（これまでに委託してい

る利用者については継続し

て委託可。） 

新規事業対象者は、初回の

ケアマネジメントを実施

し、１クール（３か月）後に

居宅介護支援事業所等に委

託することが出来る。） 

＊基準緩和訪問型サービス

Ａ（シルバー人材センター

実施分）、自立支援リハビリ

サービスの利用時は委託不

可 

否 否 

東郷町のサービス 

 

給付相当サービス 

基準緩和訪問型サービスＡ 

基準緩和通所型サービスＡ 

自立支援リハビリサービス 

＊未定 ＊未定 

＊介護予防ケアマネジメントＢ、Ｃについての詳細は、対象サービスが提供できる時に見直しします。 

総合事業のみ利用の方のケアマネジメント費 ＡＦ 


